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１ 令和４年度の基本方針 
 
 防災・危機管理部では、「新しい安心安全－災害に強い県土」を目標とし、県民や市
町村、関係機関、事業者などと連携・協力しながら各種施策を推進する。 
 
(1) 防災・危機管理関連施策 

 災害に強い県土については、令和３年度に改定した「茨城県国土強靱化計画」に基
づき、数値目標等の進捗管理を行いながら、事前防災・減災のための各種施策を推進
していく。 
 災害等への対応については、発災時の住民の逃げ遅れによる被害ゼロを目指すため、
市町村の避難支援の体制構築による高齢者等の避難支援及び防災講座等での意識醸成
による住民の防災意識の向上のための取組を推進するとともに、避難行動を促す効果
的な情報提供や災害ハザード内の県民への情報発信等を行う。 

また、万が一のテロ、武力攻撃事態等の発生に備え、県国民保護計画に基づき、避
難や救援等を迅速かつ的確に実施するための体制整備を図る。 
 災害救助等の実施については、東日本大震災や令和元年東日本台風等による被災者
に対する生活再建の支援を行うとともに、大規模災害に備えた救援物資の備蓄の確保
に努める。 

 
 
(2) 消防・産業保安関連施策 

消防体制の強化については、地域の消防防災体制の中核的役割を果たす消防団の機
能を維持していくため、団員の確保や機能別消防団員制度の導入促進、処遇の改善な
どを進めていく。 

また、今後とも県民の生命、身体及び財産を守る責務を全うするため、令和５年に
向け防災ヘリコプターの更新準備を進める等、一層の消防体制の充実強化に努める。 

加えて、いばらき消防指令センター及び関係消防本部に配置した 119 番映像通報シ
ステムの運用実績を積み重ね、効果や課題等の情報を県内消防本部等に提供する。 

さらに、事業所の防災・減災対策を促進させるなど、高圧ガス等の保安対策の強化
を図っていく。 

 
 
(3) 原子力安全対策関連施策 

 原子力施設等の安全確保については、原子力安全協定に基づき立入調査などを行い、
原子力施設の安全対策を確認するとともに、県原子力安全対策委員会や同委員会東海
第二発電所安全性検討ワーキングチームにおいて、県内原子力事業所の安全対策に係
る審議や検証を進めていく。 
 環境放射線の監視については、環境放射線監視計画に基づき原子力施設周辺の環境
放射線等の監視を行う。 
 原子力防災については、東海第二発電所に係る広域避難計画や試験研究炉、核燃料
加工施設に係る屋内退避及び避難誘導計画の策定・充実に国、市町村、関係機関とと
もに取り組むほか、原子力防災訓練にも取り組む。 
 原子力広報については、原子力や放射線、原子力防災等に関する基礎知識を普及啓
発するため、専門家による講義や放射線測定体験の実施、児童・生徒や一般向けの冊
子の発行などを行うほか、東海第二発電所に係る県の取組状況については引き続き広
報紙の発行等を通じて情報発信していく。 
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２ 令和４年度防災・危機管理部主要施策体系 

                                                                        
 
 
３ 令和４年度予算課別内訳 
                                                   （単位：千円） 

課  名 当初予算額 

 

特定財源 一般財源 

防災・危機管理課 787,139 234,422 552,717 

消 防 安 全 課 906,146 149,629 756,517 

原子力安全対策課 1,787,181 1,593,819 193,362 

防災・危機管理部計 3,480,466 1,977,870 1,502,596 

 

予算額：千円 担 当 課 
１ 防災・危機管理関連施策  （防災体制・危機管理の強化）  

15,576 
3,041 

277,534 
41,118 
53,992 
3,227 
29,164 
9,000 

158,562 
 

 

192,929 
17,513 
15,050 
6,936 

308,973 
40,455 

 
 

2,664 
837,788 
557,964 
121,631 
44,737 

 
(防災・危機管理課) 
（    〃    ） 
（    〃    ） 
（    〃    ） 
（    〃    ） 
（    〃    ） 
（    〃    ） 
（    〃    ） 
（    〃    ） 

 
 

（消防安全課） 
（   〃   ） 
（   〃   ） 
（   〃   ） 
（   〃   ）

（   〃   ） 
 
 

(原子力安全対策課) 
（   〃   ） 
（   〃   ） 
（   〃   ） 
（   〃   ） 

                             防災活動体制整備 
                             総合防災センター管理運営 
                             防災情報ネットワークシステム運営管理 
                             被災者生活再建支援システム運営管理 
                             防災いばらき県づくり推進事業 

国民保護業務 
                             災害救助対策 
                             被災者生活再建支援補助事業 
                             災害援護資金貸付金償還金 
 
  ２ 消防・産業保安関連施策  （消防体制・産業保安の強化） 
                             消防学校運営 
                             消防団署等指導育成 
                             救急業務 
                             119番映像通報システム導入促進事業費 
                             航空消防防災業務 
                             高圧ガス等保安対策事業 
                           
   ３ 原子力安全対策関連施策  （原子力安全対策の推進） 
                             原子力環境安全対策事業 
                             放射線監視対策事業 
                             緊急時安全対策事業 
                             原子力広報安全対策事業           
                               原子力エネルギー教育支援事業 
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４ 防災・危機管理部の組織 
（１）組 織             
      

 防災・危機管理課 
  

    防災・危機管理部 
  

 消防安全課 
 

消防学校 
   

     

 

 
 

  
産業保安室 

  

  
防災航空室 

 

 
 原子力安全対策課 

 
環境放射線監視センター 

   

 
 
（２）職 員                                                   令和４年４月１日現在 

区   分 
職    員 

備   考 
事 務 職 技 術 職 技能労務職 計 

 
本 
 
庁 

 防災・危機管理課     ２０        ２      ２２ 部長、次長、企画監、併任警察官 
各１名を含む 

 消 防 安 全 課     １４     １７            ３１ 市町村派遣職員１１名を含む 

 原子力安全対策課     １０     １０          ２０    

 
計     ４４     ２９      ７３  

出

先 

機

関 

 消 防 学 校     １５                 １５ 市町村派遣職員 7名を含む 

 環境放射線監視センター      ２       ６        ８  

 
計     １７       ６      ２３  

合 計    ６１     ３５      ９６  

※ 団体等への派遣職員、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員、会計年度任用職

員を除く。 
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防 災 ・ 危 機 管 理 課  
 
【執行方針】  
 近年、災害は激甚化し、ひとたび発生すると大規模複合災害となる恐れがあり、防災
・危機管理に対する県民の関心は高まっている。  
 「防災・危機管理部」では、各部局等における防災・危機管理対策の中心を担う「防
災監」の連携を図り、体制を強化している。  
 複合災害を含め、「災害等はいつでも起こり得る」という意識を持って、あらゆる事
態を想定しておくとともに、万一の場合には、速やかに初動体制を立ち上げ、迅速かつ
的確な情報収集と分析を行い、適切に対応できるよう、国、市町村、警察、自衛隊、指
定公共機関などの関係機関との連携を強化し、防災・危機管理の一層の充実を図る。  
   
１ 防災対策の推進 
  (1) 防災対策の総合的推進 

令和３年度に改定した「茨城県国土強靱化計画」に基づき、進捗管理を行いなが
ら、災害に強い県土づくりを推進するとともに、複合的な広域災害にも迅速かつ的
確に対応できるよう、県の最新の取組や国の動向を踏まえつつ、県地域防災計画の
充実を図る。  

また、防災監会議により防災・危機管理部と各部局等の情報共有や連携強化を図
る。  

 (2) 災害時活動体制の整備 
大規模災害に備え、自衛隊等の防災関係機関や関東各都県との連携強化を図ると

ともに、国や市町村等とも連携し、防災対策を積極的に推進する。 
また、災害時等における情報の収集・伝達のため整備した防災情報ネットワーク

システムの迅速かつ的確な運用を行うとともに、民間の防災アプリの活用や、市町
村の罹災証明書発行機能等を共通化する被災者生活再建支援システムの運用を適
正に行う。  

 （3) 避難対策強化事業 
発災時の住民の逃げ遅れをゼロとするため、自主防災組織及び地域防災リーダー

を育成し洪水ハザード内の高齢者等の避難支援者を確保するとともに、市町村の避
難支援の体制構築等の取組を推進する。 

また、避難所開設・運営訓練やマイ・タイムライン作成講座等の取組により、住
民の避難意識向上を目的とした「避難力強化訓練」を実施する。 

 (4) 避難意識向上ＳＮＳ活用事業 
ＳＮＳをベースにしたチャットボットの技術を用いて、避難行動を促す効果的な

情報提供や災害ハザード内の県民への情報発信等を行う。 
 

２ 危機管理体制の充実 
 (1) 危機管理対策 

危機事象の発生に備え、茨城県危機管理指針に基づき、庁内の連携体制を確保し、
防災監会議や危機管理連絡会議等を活用して部局間の情報共有等を行う。  

また、非常時における円滑な業務執行を確保するため、業務継続計画（ＢＣＰ） 
の点検や、各部局等における業務継続マニュアルの見直しを行う。  

  (2) 国民保護対策 
武力攻撃事態やテロ等に備え、国、市町村、警察、自衛隊等の関係機関との連携

強化や、県国民保護計画の点検や修正を行うほか、市町村国民保護計画の修正に係
る助言や、県民等への国民保護の普及・啓発に努める。  

 
３ 災害救助等の実施  
  (1) 災害救助法その他の支援制度の実施  

東日本大震災に伴う福島県からの避難者に対し、応急仮設住宅（民間賃貸住宅の
借上げ等）の供与を行う。また、令和元年東日本台風等の被災世帯に対し被災者生
活再建支援金の支給を行う。  

  (2) 生活救援物資の整備  
大規模災害等に備え、県央、県南及び県西総合防災センターを活用し避難者に対

する非常用食糧や生活必需品を確保するとともに、流通在庫備蓄の推進を図る。 
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【事業計画】 
 
     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
１ 防災対策の推進 
(1) 防災対策の総合的 
 推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 災害時活動体制の 
  整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 避難対策強化事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 「茨城県国土強靱化計画」に基づき、事前防災・減
災のための施策の進捗管理を行う。また、県内市町村
に対し国土強靱化計画の早期策定や改定に向けた支
援を行う。 
 市町村・自衛隊等防災関係機関との連携強化を図る
ため、各種研修会、会議を開催するほか、相互応援協
定締結都県との連携強化を図る。 
 近年の社会情勢の変化を踏まえ、県地域防災計画の
改定を行う。 
 各部局が実施している防災施策等の情報共有や部
局間の協議等を行うため、防災監会議を開催する。 
 
 災害時において職員及び防災関係機関が迅速、的確
な応急活動が行えるよう体制を整備する。 
ア 避難力強化訓練 
  避難所開設・運営訓練やマイ・タイムライン作成
講座等に取り組む等、住民の避難意識向上を目的と
した訓練を実施する。 

 
イ 防災情報ネットワークシステム運営管理 
  総合的な災害対策を実施するための防災センタ
ー施設、衛星系・地上系による通信設備、気象・災
害情報を一元管理する情報設備の適正な運用管理
を行う。 

  また、市町村、消防本部等職員のシステム操作等
に係る習熟度を向上させるため、定期的に操作訓練
等を実施する。 

 
ウ 被災者生活再建支援システム運営管理 
  被災者に対する迅速な罹災証明書の交付等のた
めに整備した「被災者生活再建支援システム」を市
町村と共同で管理運営する。 

  
 発災時の住民の逃げ遅れゼロを目指すため、高齢者
等の避難支援や住民の防災意識の向上を図る。 
ア 高齢者等の避難支援 

自主防災組織を新たに結成し、防災活動を実施し
た団体への補助や、いばらき防災大学等による地域
防災リーダーの育成により、洪水ハザード内の高齢
者等の避難支援者の確保を図るとともに、市町村に
対し、職員等による避難支援の体制を整えるよう働
きかける。 

 
イ 住民の防災意識の向上 
  市町村と連携した実効性のある避難力強化訓練
を実施するとともに、ＷＥＢ版作成システムを活用
したマイ・タイムライン作成講座や、説明ロボット
・ペッパーを活用した児童生徒向け防災授業を引き
続き開催し、避難行動に結びつけるための防災意識
の醸成を図る。 

 

391,261 
18,617 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

318,652 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

47,172 
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     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
 
(4) 避難意識向上ＳＮＳ
活用事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 危機管理体制の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ＳＮＳをベースにしたチャットボットの技術を用
いて、避難行動を促す効果的な情報提供や災害ハザー
ド内の県民への情報発信等を行う。 
 
ア 県民への災害関連情報等の提供 
  ＳＮＳをベースにしたチャットボットを活用し、
避難情報の発令、避難所の開設情報等を提供する。 

 
イ 利用方法に係る県民への幅広い周知 
  県広報誌やホームページ等のほか民間業者のデ
ジタルサイネージやスマートフォン教室等を活用
し、周知を行う。 

 
ア 危機管理対策 
 (ｱ) 危機管理連絡会議の運営 
     平時からの全庁的な危機管理体制の整備を推

進するとともに、危機発生時において、情報共有
や総合調整を行い、迅速かつ的確に応急対策を実
施する。 

 (ｲ) 茨城県危機管理対策本部の設置・運営 
   武力攻撃事態やテロなど、県民に重大な被害が

生じ又は生じるおそれがある危機事象が発生し、
全庁的な対応が必要な場合には、危機管理対策本
部を設置し、総合的な対策に取り組む。 

 (ｳ) 業務継続計画及びマニュアルの維持管理 
   大規模地震発生時において、災害応急対策業務

を行いつつ県民生活に必要な通常業務を適切に
実施するために策定した茨城県業務継続計画（地
震編）及びマニュアルについて、各部局等と連携
して見直しを行う。 

 
イ 国民保護対策 
 (ｱ) 国民保護体制の充実強化 
     研修会や訓練の実施により、職員の対処能力の

向上と関係機関との連携を強化するとともに、訓
練等により検証し、県国民保護計画がより実効的
なものとなるよう、必要な修正を行う。 

(ｲ) 国民保護措置の習熟・連携強化 
   情報共有や研修会の実施により、県、市町村及

び警察、自衛隊等の関係機関の国民保護措置活動
への習熟と関係機関相互の連携強化を図る。 

(ｳ) 国民保護の普及・啓発 
     ホームページやイベントを活用するとともに、

講演会の情報を周知するなど、県民に対する国民
保護の普及・啓発に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
6,820 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3,227 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 6 -



事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
 
３ 災害救助等の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 災害救助法その他の支援制度の実施 
 (ｱ) 東日本大震災に伴う福島県からの避難者に対

し、災害救助法に基づき、応急仮設住宅を供与す
る。 

 (ｲ) 災害救助法に基づき、基金を積立てし、適正な
管理を行う。 

 (ｳ) 災害弔慰金等を支給した市町村に対し、費用の
一部を補助する。 

 (ｴ)令和元年東日本台風に係る災害等による被災者
に対し、被災者生活再建支援法人（公益財団法人
都道府県センター）を通じ被災者生活再建支援法
による支援金の支給に努める。 

 (ｵ)被災者に対し、茨城県被災者生活再建支援補助
事業により、被災者生活再建支援法の適用になら
ない住宅全壊被害等について、法と同趣旨の支援
金を支給する。 

 (ｶ)災害援護資金貸付を実施した市町村から償還金
の受入を行うとともに、国庫貸付金分を国に対し
て償還する。 

 
イ 生活支援物資の整備 
  大規模災害等に備え、非常用食糧や生活必需品の
備蓄の充実を図るとともに、流通在庫備蓄を推進
し、救援物資の備蓄・調達体制の整備に努める｡ 

 

 
196,726 
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消 防 安 全 課 
 
【執行方針】 
 近年における都市化の進展や産業経済の発展に伴い、災害は多様化し、また、ひとたび発生

すれば大災害となる危険性を包含している。 
 このような状況下において、今後とも県民の生命、身体及び財産を守る責務を全うするため、

次の消防安全対策を積極的に展開し、消防体制の充実強化及び高圧ガス等の保安対策強化を図

る。 
 
１ 消防体制の充実強化 

住民の期待と信頼に応える高度な消防サービスが提供できるよう、消防力の強化を図るた

め、消防の広域化を推進するとともに、茨城消防救急無線・指令センター運営協議会が行う

消防救急デジタル無線システムの共同運用（21 消防本部 34 市町）及びいばらき消防指令セ

ンターの共同運用（20 消防本部 33 市町）が効果を最大限に発揮できるよう、引き続き、協

議会と連携を図るとともに、いばらき消防指令センター及び関係消防本部に配置した 119 番

映像通報システムの運用実績を積み重ね、効果や課題等の情報を県内消防本部等に提供する。 
また、地域防災力の中核として重要な役割を担う消防団について、年額報酬や出動報酬の

引き上げ等による団員の処遇改善や、限定した活動のみを行う機能別団員制度等の導入によ

る団員の確保に取組む。 
さらに、近年、大規模化・激甚化する災害に対応し、県民の生命、身体及び財産を守る責

務を全うするため、令和５年に向け防災ヘリコプターの更新準備を進める等、一層の消防体

制の充実強化に努める。 
 
２ 予防対策の推進 

火災予防思想の普及啓発のため、春・秋２回の「全国火災予防運動週間」を中心に各種広

報活動を実施するとともに、女性防火・防災クラブなどの民間防災組織の育成・強化を図る。 
また、建物火災による死者数の低減を図るため、関係機関と連携を図りながら住宅用火災

警報器の普及など住宅防火対策を推進するほか、危険物施設の安全確保のため、事業者及び

危険物取扱者に対し、保安基準の順守徹底を指導する。 
 
３ 救急救助体制の充実 

傷病者の救命率の向上を図るため、「茨城県傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準」

に基づく救急搬送・受入れの体制を推進するとともに、救急資機材の高度化や救急救命士な

どの計画的養成、メディカルコントロール体制の整備充実など、病院前救護体制の充実強化

を図る。 
 
４ 高圧ガス等保安対策の推進 

高圧ガスや火薬類等の規制・指導、電気工事業者等の登録・指導などを行うとともに、事

業所の防災・減災対策を促進させることにより、災害を防止し、公共の安全を確保する。 
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【事業計画】 
 
     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
１ 消防体制の充実強化 
(1) 119 番映像通報シス

テム導入促進事業 
 
 
 
(2) 消防学校運営 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 消防団署等指導育成 
 
 
 
 
(4) 航空消防防災業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 いばらき消防指令センター等に配置した「119 番映

像通報システム」を試験的に運用することにより、そ

の効果や課題等を見定め、試験運用後の各消防本部等

による主体的な本格導入を促進する。 
 
 消防職・団員が業務を的確に遂行し、県民の期待に

十分に応えることができるよう、消防学校における教

育訓練を通じ、高度で専門的な知識と技術を習得さ

せ、使命感及び士気の高揚、規律の保持、協調精神の

涵養を図る。特に、初任教育においては、直ちに警防

隊員として活動できる技能と基礎体力の向上を図る

ことを基本方針として、実践的な教育訓練を行う。 
  また、消防学校内の施設設備については、消防現場

の装備の近代化や、建物及び主要備品の老朽化に対応

するため、計画的な更新及び修繕を行う。 
 
 消防職・団員の士気高揚と消防活動に対する県民の

理解を深めるため、消防大会・消防ポンプ操法競技大

会及び消防職・団員に対する表彰を行うとともに、地

域防災力の中核となる消防団員の確保を図る。 
 
 大規模災害時における情報収集、林野火災の消火、

救助、救急搬送などを行う防災ヘリコプター「つくば」

を運航する。          
 【防災ヘリコプター「つくば」の概要】 
  ・駐機場所 つくば市上境「つくばヘリポート」 
    ・運航時間 ８：３０～１７：１５ 
                （緊急時は日の出から日没まで） 
 
 
 
 
 

    526,351 
    6,936 

 
 
 
 

192,929 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17,513 
 
 
 
 

     308,973 
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     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
２ 予防対策の推進 
(1) 火災予防対策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 危険物規制指導 
  
 
 
 
 
 
 
(3) 石油コンビナート等 

防災対策 
 
 
 
３ 救急救助体制の充実 
 （救急体制強化事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 春・秋２回の「全国火災予防運動週間」を中心に各

種広報活動を実施し、火災予防思想の普及啓発に努め

るほか、小中学生を対象とした火災予防ポスターコン

クールを実施し、最優秀作品を火災予防啓発ポスター

に採用し、各市町村に配布する。 
 また、火災による死者の減少を図るため、住宅防火 
対策を推進する。 
 【全国火災予防運動週間】 
      春 ３月１日～７日 
      秋 11 月９日～15 日 
 
 林野火災の特殊性に鑑み、出火防止対策をはじめ、

防災ヘリコプターの運用など広域的な応援体制の確

立に努める。 
  
 危険物安全週間を中心にポスターの掲示を行うと

ともに、危険物安全大会を開催し優良事業所等を表彰

するなど、安全意識の高揚に努める。 
 また、規制指導に従事する職員に、引き続き市町村

からの派遣消防職員を充て、指導強化を図る。 
 【危険物安全週間】（令和４年度） 
  ６月５日～11 日 
 
 石油コンビナート等特別防災区域内に立地する事

業所に対する規制、指導を行うとともに、消防本部等

防災関係機関との連絡調整等を行い、防災体制の確立

に努める。 
 
 救命率の向上に資するため、プレホスピタル・ケア

の更なる充実を図り、市町村の行う救急業務の高度化

を推進する。 
ア 「茨城県傷病者の搬送及び受入れに関する実施基 

準」を実効的に運用するとともに、定期的に見直し 

を行い、傷病者の搬送及び受入れの迅速かつ適切な 

実施を図る。 
 
イ メディカルコントロール体制の整備 
  救急救命士を含む救急隊員の行う応急処置の質

を医学的見地から担保するため、メディカルコント

ロール体制の充実・強化を図る。 
 ・茨城県救急業務高度化推進協議会の運営 
 ・メディカルコントロールに係わる医師及び救急 

  隊員に対する研修の開催 
   
 
 

    103,494 

     693 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 

     60,661 
 
 

    
 
 
 
      
     808 

 
 

 
    
      15,050 
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     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 高圧ガス等保安対策 

の推進 
 （高圧ガス等保安対策 

  事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウ 救急救命士の養成 
  救急現場において高度な処置が実施できる救急 
 救命士を養成するため、教育訓練を実施する（一財）

救急振興財団の運営費を負担する。 
     令和３年度   27 名養成 
  （令和３年４月現在で消防本部に所属する救急 

   救命士の総数 1,159 名） 
     
公共の安全確保を推進するため、高圧ガス・火薬類

等に関する製造・販売・貯蔵・消費に係る規制・指導

や電気工事業等の登録・指導などを行う。 
ア 高圧ガス保安対策 
・高圧ガス関連許可申請の審査、保安検査等の実施 

保安講習会の開催 
 ・コンビナート事業所における自主保安の推進 
 
イ 液化石油ガス保安対策 
 ・液化石油ガス関連許可申請・登録の審査、保安 

検査等の実施、保安講習会の開催 
 
ウ 火薬類等保安対策 
  ・火薬類関連許可申請の審査、保安検査等の実施、 

  保安講習会の開催 
  ・猟銃等の製造・販売の許可審査・立入検査等の 

  実施 
 
エ 電気工事等保安対策 
 ・電気工事士免状の交付、電気工事業の登録及び 

  指導 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

38,370 
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原 子 力 安 全 対 策 課 

 
【執行方針】 

福島第一原子力発電所事故などを踏まえ、県内原子力施設の安全性や防災体制への県民

の関心は高い状況にあり、県においては、関係市町村とともに東海・大洗地区の 17 原子力

事業者と締結している原子力安全協定等に基づく立入調査等による原子力施設の安全対策

などの確認や、環境放射線監視計画に基づき原子力施設周辺の環境放射線の監視・評価を

行っている。 
また、万が一の事故に備えた原子力防災体制の構築に向け、関係機関と連携して諸課題

の解決を図るとともに、関係市町村の避難計画策定・充実について支援するほか、原子力

や放射線、原子力防災等に関する基礎知識の普及等を通じて県民の不安解消に努める。 
 
１ 原子力施設等の安全確保 

原子力安全協定に基づき、原子力施設への立入調査等を行うとともに、茨城県原子力

安全対策委員会等において、原子力施設の地震・津波対策や重大事故対策等について検

証するなど原子力施設の安全性に係る対策強化に努める。また、茨城県原子力安全対策

委員会東海第二発電所安全性検討ワーキングチームにおいて、県民意見も踏まえた安全

性の論点について、検証を進めていく。 
 
２ 環境放射線の監視 

茨城県東海地区環境放射線監視委員会において、茨城県環境放射線監視計画に基づき

実施した環境放射線の常時監視や土壌・農畜水産物等環境試料中の放射性物質の測定・

分析結果の評価を行い県民に公表する。また、緊急時には環境放射線監視センターや茨

城県原子力オフサイトセンター等が連携し、迅速な放射能の測定分析に努める。 
 
３ 原子力防災 

東海第二発電所に係る広域避難計画や試験研究炉、核燃料加工施設に係る屋内退避及

び避難誘導計画の策定・充実に国、市町村、関係機関とともに取り組むほか、茨城県地

域防災計画（原子力災害対策計画編）に検討を加え、必要に応じ改定を行う。 
また、防護服、放射線測定器や緊急時モニタリングに利用する防災活動資機材の整備、

茨城県原子力オフサイトセンターの維持管理、要配慮者の屋内退避施設への放射線防護

対策、防災業務関係者に対する防災研修などを行う。 
 
４ 原子力広報・原子力教育 

原子力や放射線、原子力防災等に関する基礎知識の普及・啓発を図るため、原子力ハ

ンドブック等の発行、ラジオ・動画等による広報を行うほか、市町村や関係団体等が実

施する広報事業の支援や学校への講師派遣などを行うほか、東海第二発電所等に係る県

の取組状況については広報紙の発行等を通じて情報発信していく。 
 
５ 除染活動への支援 

除染実施計画を策定した 19 市町村について、汚染状況重点調査地域の指定解除に向

けた取組が円滑に進むよう、国や関係市町村との連絡調整を行う。 
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 【事業計画】 
 
     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
１ 原子力施設等の安全 
確保 

(1) 原子力環境安全対策 
 ・原子力安全協定 
        （S49～） 
 ・使用済燃料輸送協定 
        （S52～） 
 ・通報連絡協定 
              （H9～） 
 
 
 
 
(2) 放射線監視・防災対

策専門員の配置 
 (H12～) 

 
 
 
 
(3) 茨城県原子力審議会 
  の運営      (S36～） 
 
 
(4) 茨城県原子力安全対 
策委員会の運営 

              (S54～）
 
２ 環境放射線の監視 
(1) 放射線監視対策 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 原子力安全協定、使用済燃料輸送協定等を的確かつ
円滑に運用する。 
ア 原子力安全協定に基づく安全の確認 
 ・原子力施設の新増設等計画 
 ・定期検査の計画及び結果 
 ・事故、故障（原因、対策等） 
 ・運転状況、被ばく状況等（定期的報告） 
イ 原子力施設への立入調査の実施 
ウ 通報連絡訓練の実施 
エ 原子力施設の事故・故障等に係る情報提供 
 
 原子力施設への立入調査等の際に技術的な助言を

得るため、原子力の知識及び経験を有する放射線監視
・防災対策専門員を県及び関係６市町村(※)に配置す

る。 
 ※東海村、那珂市、大洗町、常陸太田市、日立市、 

茨城町 
 
 本県の原子力施策の基本方針、大規模な原子力施設

の新増設計画等について調査審議する。 
（審議会委員：23 名） 
 
 原子力施設周辺の環境安全、原子力施設の安全性な

ど、原子力安全対策について技術的・専門的に調査検

討する。（委員会委員：14 名） 
 
 茨城県東海地区環境放射線監視委員会が定めた環
境放射線監視計画に基づき、原子力施設周辺の環境放

射線等の測定・分析を行い、測定結果を同委員会が評

価し公表する。 
 
ア 環境放射線の常時監視(S52～) 
  原子力施設周辺における空間ガンマ線量率や主

要な排水口における放射能濃度の 24 時間連続測定
を行う。 

  測定結果は専用回線等を通じて環境放射線監視

センターにて常時監視するとともに、17 市町村等 
19 カ所に設置した表示局（大型モニター）にリア

ルタイムで表示し、住民に直接監視情報を提供す
る。 

  ※常時監視局：83 局（うち県設置局:63 局、事業

所設置局:10 局、排水局（事業所設置）:４局、
排気筒局（事業所設置）:６局） 

 
イ 環境試料の測定・分析(S32～) 
  原子力施設からの影響の有無を確認するため、土 
壌、海水、農畜水産物等の環境試料や原子力施設の 

排水を定期的に採取し、放射性物質の測定・分析を 

行う。 

45,635 
 

2,664 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

40,679 
 
 
 
 
 
 

706 
 
 
 

1,586 
 
 

 
693,638 
683,232 
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     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 環境放射能水準調査 
        (S33～) 
 
 
 
３ 原子力防災 
(1) 防災活動資機材等の 

整備・維持管理 
       (S54～) 
                       

                       
(2) 原子力オフサイトセ

ンターの維持管理 
       (H13～) 

 
(3) 緊急時モニタリング 
 資機材の整備・維持 
  管理        (H26～) 
 
 
(4) 原子力災害対策事業 
 費補助 
 
 
(5) 防災研修の実施 
              (S55～) 
 
 
(6) 防災対策調査・普及 

  啓発等の実施 
 
(7) 統合原子力防災ネッ 

トワークの運営 
 
(8) 原子力防災訓練の実 
施          (S56～) 

 
 
 
 

ウ 測定結果の検討評価・公表(監視委員会の運

営)(S46～) 
  測定結果は、監視委員会の下部組織である評価部

会において評価等を行い、監視委員会へ報告した上

で、環境放射線監視季報等で公表する。 
 （委員会委員：29 名） 
 
エ 環境放射線監視センターの運営(H19～) 
  平常時には、環境放射線の常時監視、環境試料中 

の放射性物質の測定・分析を行う。 
  緊急時には、原子力オフサイトセンター等と連携 

し、緊急時モニタリングを実施する。 
 
 全国的な環境放射能の水準を把握するため、空間ガ
ンマ線量率や環境試料中の放射能を測定・分析する。 

（原子力規制庁委託事業として 47 都道府県が実施） 
 
 
 
 原子力災害時において応急対策を行うための防護

服、放射線測定器等の防災活動資機材を計画的に整備

するとともに維持管理を行う。一部の資機材について
は関係 14 市町村に貸与する。   
 
 原子力災害時に応急対策の拠点として十分に機能

するよう、管理員を配置するとともに施設設備の保守
・点検等を行う。 
 
  原子力災害時に環境放射線の状況に関する情報収
集と防護措置実施の判断材料として、空間線量率の測

定、環境試料中の放射性物質の測定等を実施するため
の資機材の整備・維持管理等を行う。 
 
 原子力災害時において病院等の要配慮者が屋内退
避するため、放射線防護対策及び屋内退避時に必要な

資機材や物資の備蓄について補助する。 
  
 原子力防災に関する知識と技術の習得を図るため、
防災業務関係者（県、市町村、警察、消防職員等）を

対象に各種研修を実施する。 
 
 地域防災計画や広域避難計画の見直し等に資する

調査の実施や市町村の避難計画策定等を支援する。 
 
 原子力災害時の防災関係機関間の連絡体制確保の

ため TV 会議システムや IP 電話等の保守管理を行う。 
 
 原子力災害時の応急対策が、迅速・的確に行われる
よう、また住民の防災意識の向上を図るため、原子力

防災訓練を実施する。   
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10,406 
 
 
 
 

1,027,870 
312,098 

 
 
 
 

44,255 
 
 
 

124,047 
 
 
 
 

(R3 年度補正 
345,000) 

 
 

9,886 
 
 

  
82,338 

 
 

82,960 
 
 

27,286 
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     事 業 名              事   業   の   概    要 予算額(千円) 
４ 原子力広報・原子力 
 教育 
(1) 県民に対する原子力 
  基礎知識の普及 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 学校教育における原 
子力基礎知識の普及 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)広報紙の発行・配布 

 
 

 

 
５ 除染活動への支援 
 
 
 
 

  
 
 広く県民に対し原子力や放射線、原子力防災等に関

する基礎知識の普及を図るため、各種広報事業を実施
するとともに市町村の広報事業を支援する。 
 
ア 県の実施する広報事業 
  ・ラジオ・動画等広報の実施(S49～) 

 ・原子力に係る小冊子の発行など 
 
イ 市町村の広報事業への支援(S55～) 
  東海村等関係９市町村が行う広報事業（パンフ 

 レット作成、研修会や施設見学会の開催等）に対し 
  助成する。 
 
 学校教育において原子力基礎知識の普及を図るた
め、児童・生徒及び教員向けの事業を実施するととも

に市町村の普及事業を支援する。 
 
ア 教員を対象としたセミナーの開催（H14～） 

 
イ 原子力専門家を県内の小中学校・高校・特別支援

学校へ派遣（H26～） 
 
ウ 市町村の教育事業への支援（H14～） 
  市町村が実施する原子力・エネルギー教育事業 
 （実験用教材の購入等）に対し助成する。 
 
東海第二発電所に係る安全性の検証や避難計画の

策定状況、課題などについて広報紙を発行し、県民へ
の周知を図る。 
 
 
 除染実施計画を策定した 19 市町村について、汚染

状況重点調査地域の指定解除が円滑に進むよう、国や
関係市町村と連絡調整を行う。 
 
 

176,581 
 

105,832 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

44,737 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
26,012 

 
 
 
 
      － 
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（参 考 資 料） 
 
 
 
〔計画の概要〕 
 
 〇茨城県国土強靱化計画-------------------------------------------- １７ 
 〇茨城県地域防災計画（地震災害、津波災害、風水害等対策計画編）---- １８ 
 〇茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）---------------------- １９ 
 ○原子力災害に備えた茨城県広域避難計画---------------------------- ２０ 
 〇第６次地震防災緊急事業五箇年計画-------------------------------- ２１ 
 〇茨城県業務継続計画（地震編）------------------------------------ ２２ 
 〇茨城県国民保護計画---------------------------------------------- ２３ 
 〇茨城県石油コンビナート等防災計画-------------------------------- ２４ 
 ○茨城県傷病者の搬送及び受け入れに関する実施基準------------------ ２５ 
  
 
〔付属機関一覧〕--------------------------------------------------- ２６ 
 
〔関係団体一覧〕--------------------------------------------------- ２７ 
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茨城県国土強靱化計画 

計画策定の趣旨 

 「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に

資する国土強靱化基本法」第 13 条に基づき、本県における国土

強靱化に関する施策を総合的、計画的に推進し、大規模災害に対

する生活の安全が確保され、安心して暮らし続けられる社会を実

現するため、本計画を策定する。 

計 画 期 間 
 平成 29 年度から令和７年度まで 

（平成 29 年２月策定 令和４年３月改定） 

計 画 の 特 徴 
 国の国土強靱化基本計画との調和を保ち、県総合計画の内容を

踏まえつつ、県政全般に関する計画として、国土強靱化の関連部

分において県総合計画や部門別計画等の指針となるもの。 

計 画 の 概 要 

○ 基本理念 

 ・ 強くしなやかないばらきづくり 

 ・ 首都直下地震等発生時のバックアップ機能の充実 

○ 基本目標 

 ・ 人命の保護が最大限図られること 

 ・ 県政及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維 

  持されること 

 ・ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

 ・ 迅速な復旧復興 

○ 脆弱性評価の実施 

 ・ 40 のリスクシナリオごとに現行施策の脆弱性評価を行い、

７つの個別的施策分野及び５つの横断的分野ごとに結果を

整理 

 

○ 推進方針 

 ・ 脆弱性評価結果に基づき、リスクシナリオを回避するため

に必要な施策群を施策分野ごとに整理し、推進。 

  ① 個別施策分野 

    住宅・都市・住環境：住宅、建築物等の耐震化 など 

  ② 横断的分野 

    老朽化対策：公共施設等の長寿命化対策 など 

  ③ 数値目標：市町村のタイムライン策定率 など 

        94.9%(R2)→100%(R7)など 30 項目 

計画の推進体制 
 各部局庁と連携し、毎年度、施策の進捗管理を行うとともに、

ＰＤＣＡサイクルにより、取組を検証し、必要応じて改善を図っ

ていく。 
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茨城県地域防災計画（地震災害、津波災害、風水害等対策計画編） 

計画策定の趣旨
 

 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 233 号。以下「法」という。）

第 40 条の規定に基づき、県の地域に係る災害対策を実施するに当た

り、防災関係機関がその全機能を発揮して住民を災害から保護するた

めの事項を定め、もって防災の万全を期するものである。 

計 画 期 間 定めなし（昭和 38 年 10 月策定、令和３年３月最終修正） 

計 画 の 特 徴 

・ 国の「防災基本計画」に基づき、茨城県防災会議において作成し、

毎年検討を加え、必要がある場合は修正を加える。 
・ 指定行政機関等の防災業務計画に抵触してはならない。 
・ 作成・修正の際は、内閣総理大臣に報告する。 

計 画 の 概 要 

・ 本県に係る防災に関し、指定地方行政機関をはじめとする防災関

係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 
・ 防災施設の新設・改良、教育・訓練その他の災害予防 
・ 情報の収集・伝達、災害に関する予報・警報の発令・伝達、避難、

消火、水防、救難、救助、衛生その他災害応急対策 
・ 災害復旧に関する事項別の計画 
＜最近の改定の状況＞ 
 令和元年 11 月 防災基本計画の修正や県の最新の取組等を踏まえ、

地震災害、津波災害、風水害等対策計画編を改定。 
  ①県の避難勧告等の発令に係る基本的考え方、５段階の警戒レベ

ルの計画位置付け 
  ②避難行動等についての県民の理解促進等 
  ③地震被害想定の７つの想定地震の位置付け 
  ④公的備蓄の目標量及び備蓄品目の見直し 
  ⑤行方不明者・安否不明者の氏名・市町村名の公表基準の設定 
 

令和３年３月  防災基本計画の修正や県の最新の取組等を踏まえ、

地震災害、津波災害、風水害等対策計画編を改定。 
  ①災害リスクと取るべき行動の促進 
  ②新型コロナウイルス感染症対策 
  ③道の駅の防災拠点としての位置付け 
  ④被災者支援対策   

計画の推進体制 ・ 平常時から災害に備えるともに、発災時には、国、県、市町村等

防災関係機関が連携して、災害応急対策及び災害復旧に当たる。 
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茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編） 

計画策定の趣旨
 

 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）

第 40 条の規定に基づき、原子力災害から県民の生命、身体及び財産

を保護することを目的として、原子力事業所から放射性物質が異常な

水準で事業所外へ放出される事態に対し、国、県、市町村、指定公共

機関等の防災関係機関が防災に関してとるべき措置を定めたもので

ある。 

計 画 期 間 定めなし（昭和 38 年 10 月策定、令和３年３月最終修正） 

計 画 の 特 徴 
・ 国の「防災基本計画」及び「原子力災害対策指針」に基づき、 

茨城県防災会議において作成し、必要がある場合は検討し修正を加

える。 

計 画 の 概 要 

・ 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 
・ 原子力災害事前対策（災害応急体制及び設備の整備等） 

・ 緊急事態応急対策（事故発生時における連絡及び初期活動等） 

・ 原子力災害中長期対策（各種規制措置の解除等） 

 

＜最近の改定の状況＞ 
 令和 3 年 3 月  新型コロナウイルス感染症対策に関する国の基本

的な考え方等を位置づける改定 

 
 主な改定内容 

① 避難所等の新型コロナウイルス感染症対策を追加 
② 避難先自治体への事故発生等の情報提供の記載を変更 等 

計画の推進体制 
・ 平常時から災害に備えるともに、発災時には、国、県、市町村等

防災関係機関が連携して、災害応急対策及び災害復旧に当たる。 
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原子力災害に備えた茨城県広域避難計画 

計画策定の趣旨
 

 国の防災基本計画及び県地域防災計画に基づき、あらかじめ避難計

画を策定することとされている市町村の取組を支援するために定め

るもの。 

計 画 期 間 定めなし （平成 27 年３月策定、平成 31 年３月一部改定） 

計 画 の 特 徴 
  ＰＡＺ（原子力発電所から概ね５㎞の範囲）及びＵＰＺ（同 5～30

㎞の範囲）を含む市町村が避難計画を策定するうえで必要な避難先や

避難経路など基本的な事項と課題を取りまとめている。 

計 画 の 概 要 

〇基本的な考え方 
ＰＡＺでは放射性物質放出前の全面緊急事態において直ち  

に避難を開始し、ＵＰＺでは放射性物質放出後、空間放射線量率の

測定結果に基づき段階的に避難する。 
〇計画の基本的事項 
 ・避難対象 ： 30ｋｍ圏内 14 市町村の約 94 万人 
 ・避 難 先 ： 30ｋｍ圏外の県内 30 市町村及び近隣５県 

・避難経路 ：高速道路や国道など主な幹線道路を設定 

・防護措置 ：原子力災害対策指針（EAL、OIL）に基づく対応 

〇住民の避難等に係る広報 
〇住民等の避難 
〇複合災害への当面の対応 
〇安定ヨウ素剤の配布・服用及び避難退域時検査の実施 
〇避難所の開設と運営等 
〇避難状況の確認 
〇今後の課題 

・県外の避難先の確保 ・避難退域時検査実施体制の確保 
・安定ヨウ素剤の配布体制 ・複合災害時に係る対応  

※国や市町村等と共有している課題として、移動手段の確保、要

配慮者対策、屋内退避時の対応等 

計画の推進体制 

 県や、避難先などを定めた避難計画を取りまとめている５市町で

は、実効性確保のために解決すべき課題を明確にしている。 
引き続き、国・県・１４市町村・関係機関において、これら課題な

どの解決策を検討し「実効性ある避難計画」の策定に取り組んでいく。 
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第６次地震防災緊急事業五箇年計画 

計画策定の趣旨
 

 地震防災対策特別措置法（平成７年７月施行）に基づき、

国民の生命・身体及び財産を保護するため、地震防災緊急事

業五箇年計画を作成し、地震防災対策の強化を図る。 

計 画 期 間 令和３年度から令和７年度まで  （令和４年３月策定） 

計 画 の 特 徴 

 地震防災上整備すべき施設等の中長期的な整備目標を設定

し、また、その必要性、緊急性を明確にしている。 
 なお、本計画に計上された事業の一部については、国庫補

助率嵩上げ等の財政措置が講じられている。 

計 画 の 概 要 

 消防用施設等の整備、公共施設の耐震改修等の 19 項目につ

いて、整備目標を記載。 
  
 事業主体 
  県及び市町村（消防本部等を含む。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        対 象 施 設   嵩上げ  通 常 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 消防用施設（３号施設） １／２ １／３ 
 社会福祉施設（８号施設） ２／３ １／２ 
 公立幼稚園・小中学校・特別支援学校

の改築（８の２号、９号、10 号施設） 
１／２ 

 
１／３ 

 
 公立幼稚園・小中学校・特別支援学校

の補強（８の２号、９号、10 号施設） 
２／３ 

 
１／３ 

 
 防災行政無線（15 号施設） １／２ １／３ 
 飲料水施設・自家発電設備 

（16 号施設) 
１／２ １／３ 

 備蓄倉庫（17 号施設） １／２ １／３ 

 救護設備又は資機材の整備 
（18 号施設） 

１／２ 
 

１／３ 
 

 

計画の推進体制 
 国の財政措置等を受け、県・市町村が一体となり、計画の

推進を図っている。  

備  考 

地震防災対策特別措置法第４条の適用期間の延長につい

て、第 204 回国会（令和３年１月 18 日～）で改正され、地震

防災緊急事業に係る国の負担・補助割合の嵩上げ措置の期限

が延長された。（令和８年３月 31 日まで５年間延長） 
これに伴い、令和３年度に第６次計画の策定作業を行い、

令和４年３月23日に内閣総理大臣の同意を受け策定完了とな

った。 
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茨城県業務継続計画（地震編） 

計画策定の趣旨 

 大規模地震により、庁舎や設備の損傷、ライフラインの途絶、

職員の被災など、人員・物資・情報など利用できる資源が制約を

受ける状況下において、応急復旧対策業務を行いつつ、県民生活

に必要不可欠な通常業務を継続もしくは早期に復旧させる。 

計 画 期 間 定めなし（平成 24 年９月策定、令和４年３月改定） 

計 画 の 特 徴 

・ 業務継続計画に示す方針に基づき、本庁各課及び各出先機関

を単位とする業務継続マニュアルを作成する。 
・ マニュアル作成にあたっての想定は、原則として次のとお 

りとし、大規模地震が施設や庁舎などの業務執行環境や、人員

・物資・資機材などの業務資源に与える影響を考える。 
 ＊冬の休日の夕方・深夜など、対応がより困難な季節や発  

災時間帯を想定 
 ＊震度６強以上や大津波が生じ、県内全域で大きな被害が  

発生 
・ 計画やマニュアルは、毎年見直しを行う。 

計 画 の 概 要 
 
 
 

○ 基本方針 
 ・ 業務の優先順位をあらかじめ整理し、緊急性や優先度  

の低い業務は大幅に縮小(又は休止・中止)する。 
 ・ 業務の実施に必要な人員や物資などの確保策や代替策  

等をあらかじめ検討・準備する。 
 ・ 本庁各課（室）及び各出先機関を単位とした業務継続  

マニュアルを作成する。 
○ マニュアルの内容 
 ・ 発災時に行う業務の選定、必要人員の算定 
 ・ 庁舎の耐震性や職員参集時間の把握 
 ・ 業務継続に必要な人員や代替施設、電気・水道等の確  

保策の準備 
○ 市町村・関係機関との協力・連携 
 ・ 市町村における業務継続計画策定等への協力 
 ・ 関係機関に対する計画やマニュアルの理解促進と連携  

強化 

計画の推進体制 

・ 防災監会議（議長：防災・危機管理部長）により業務継続に

係る情報の共有や、課題対応策の全庁調整を図り、計画及びマ

ニュアルの維持管理を行う。 
・ 各部局庁の防災監の下、業務継続マニュアルの点検及び見直

しを実施する。 
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茨城県国民保護計画 

計画策定の趣旨 
大規模テロや武力攻撃事態等が発生した場合に、国民保護措置を迅速か

つ的確に実施し、県民の生命、身体及び財産を保護し、県民の安全を確保

する。 

計 画 期 間   定めなし  （平成 18年１月策定 平成 30 年 12 月最終修正） 

計 画 の 特 徴 

 ・本県には多くの産業集積や原子力施設、さらには、石油化学コンビナ

ートが立地していることから、これら重要施設の安全を確保するための平

素からの備えを十分行う。 
 ・武力攻撃やテロ攻撃等による被害に迅速に対処するため、武力攻撃事

態等が認定される前であっても、知事を本部長とする危機管理対策本部を

設置して、情報収集、現場での対応や国への報告等の初動体制を十分確保

する。 

計 画 の 概 要 

 県国民保護計画は全５編から構成され、各編の主な内容は次のとおりで

ある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

編      主   な   内   容 

 

第１編 
総則 
 

 国民保護措置を実施するに当たっての基本的人権の

尊重、指定地方公共機関等の自主性の尊重、従事者の

安全の確保等の基本方針。 

第２編 
平素からの

備え 
 
 

 国民保護措置を的確かつ迅速に実施するための平素

から必要な体制の整備。 
（主な備え） 
 非常通信体制の整備、訓練の実施、生活関連等施設

の警戒の強化、物資資材の備蓄、国民保護の啓発   

第３編 
武力攻撃事

態等への対

処 
 
 
 

・武力攻撃事態等の認定前における危機管理対策本部

設置による初動体制の確立。 
・市町村との連携による被災地等における収容施設の

供与、生活必需品の給与、医療の提供等の救援の実施。 
・被災住民の安否情報の収集及び回答。 
・原子力事業所が武力攻撃を受けた場合の地域防災計

画（原子力編）と連携した措置の実施。 

第４編 
復旧等 

 県が管理する施設及び設備への武力攻撃災害による

被害に対する応急の復旧の措置。 

第５編 
緊急対処事

態への対処 

 緊急対処事態への対処については、武力攻撃事態等

への対処に準拠。 

 

計画の推進体制 
・茨城県国民保護協議会（会長：知事、委員：46名） 
・茨城県国民保護協議会幹事会（幹事：41 名） 
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茨城県石油コンビナート等防災計画 

計画策定の趣旨 

 石油コンビナート等災害防止法(昭和 50年法律第 84号以下

「法」という。)第２条第２号に定める「石油コンビナート等

特別防災区域」に係る災害の防止に関する基本的事項を定め、

国、地方公共団体、公共機関及び事業所の責務を明確にする

とともに、それぞれの全機能が総合的に発揮できるよう防災

体制を確立し、もって地域住民の生命、身体及び財産を災害

から保護することを目的とする。 

計 画 期 間 定めなし（昭和 52 年 12 月策定、令和４年１月最終修正） 

計 画 の 特 徴 

・石油コンビナート等特別防災区域内の防災対策について 

記載されており、本県では鹿島臨海地区（鹿島港周辺）の

みが該当する。 
・法第 31 条に本計画の作成、修正が義務付けられている。 
・毎年検討を加え、必要がある場合は修正を加える。 

計 画 の 概 要 

・石油コンビナート等特別防災区域の状況 
・防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 
・防災組織の整備状況及び相互応援体制 
・災害の想定 
・災害予防対策 
・災害応急対策 
・災害復旧対策 

計画の推進体制 

 法第27条の定めにより茨城県石油コンビナート等防災本部

を設置している。知事を本部長、関係行政機関等の長を本部

員とする組織で、同条第３項に定める当該組織の事務の一つ

に本計画の推進がある。 
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茨城県傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準 

計画策定の趣旨 
 消防機関による救急業務としての傷病者の搬送及び医療機

関における当該傷病者の受入れの迅速かつ適切な実施を図

る。 

計 画 期 間 
  試  行：平成 23 年１月～平成 23 年３月 
 本格運用：平成 23 年４月～ 

計 画 の 特 徴 

 中等症以上の傷病者を速やかに医師の管理の下に置くこと

ができるよう、傷病者の受入医療機関選定に一定時間以上を

要した場合、あらかじめ定めた医療機関に搬送することとし

た。  

計 画 の 概 要 

１ 医療機関リスト 
  緊急度、重症度、専門性等の観点から分類した 15 の症 

状に対応できる医療機関のリストを作成。 
２ 選定基準 
  症状別医療機関リストから原則として直近の医療機関 

に搬送する。 
３ 観察基準 
  救急隊が、現場で傷病者の状況を適切に観察し、該当す

る医療機関リストを選択できるよう作成。 
４ 受入医療機関確保基準 
  処置困難やベッド満床等の理由により、傷病者の受入 

れ医療機関の選定に、20 分程度以上要した場合は、あらか

じめ定めた医療機関に搬送し、必要な処置を行う。 

計画の推進体制 
 消防法に基づく県の付属機関である「茨城県救急業務高度

化推進協議会（会長：県医師会長）」において、毎年、実施

基準に係る救急搬送の調査分析を行い、必要な見直しを行う。 
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名　　称 設置目的（根拠法令等） 定　　数 任　　期 主管課

茨城県国民保護協議会
武力攻撃事態等における国民の保護
のための措置に関する法律
（平成16年法律第112号）第37条

60名
以内

２年 防災・危機管理課

茨城県防災会議
災害対策基本法
（昭和36年法律第233号）第14条

65名
以内

２年 防災・危機管理課

茨城県石油コンビナート等
防災本部

石油コンビナート等災害防止法
（昭和50年法律第84号）第27条 なし

知事が任命す
る者（１名）

２年
消防安全課

茨城県救急業務高度化推進
協議会

消防法
（昭和23年法律第186号）第35条の8 なし ２年 消防安全課

茨城県原子力審議会 茨城県行政組織条例
25名
以内

２年 原子力安全対策課

付属機関一覧

令和４年４月１日現在
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団　体　名 代　表　者 住　　所 主　管　課 備　　考

(公財)茨城県消防協会 葉梨　　衛
水戸市千波町1918
(茨城県総合福祉会館内）

消防安全課 県出資法人

(公社)茨城県危険物安全協会連合会 幡谷　定俊
水戸市笠原町978番26
(茨城県市町村会館内）

消防安全課

(一社)茨城県消防設備協会 瀬谷　利雄
水戸市五軒町1-4-19
（茨城県酒造会館内）

消防安全課

(一財)消防試験研究センター茨城県
支部

長岡　敦
水戸市笠原町978番25
(茨城県開発公社ビル内）

消防安全課

(一社)茨城県高圧ガス保安協会 立原　孝夫
水戸市桜川2-2-35
（茨城県産業会館内）

消防安全課

(一社)茨城県火薬類保安協会 長谷川　晴彦
水戸市笠原町978番26
（茨城県市町村会館内）

消防安全課

茨城消防救急無線・指令センター
運営協議会

高橋　　靖 水戸市内原町1395番地の1 消防安全課

（公社）茨城原子力協議会 内山　洋司 東海村村松225-2 原子力安全対策課

関係団体一覧

令和４年４月１日現在
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